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導入促進基本計画

１ 先端設備等の導入の促進の目標

（１）地域の人口構造、産業構造及び中小企業者の実態等

旭川市の人口は，平成 30 年 5 月 1 日現在で 338,785 人となっている。昭和 30 年

から近隣町村との合併が進み，昭和 45 年に 30 万人，昭和 58 年には 36 万人を超え

て以後，平成 17 年まで 36 万人台を維持してきたが，近年は少子高齢化による自然

減と転出超過による社会減により，減少傾向が続いている。北海道内では，札幌市

に次ぐ第 2の人口規模を有している。

◆旭川市の人口分布の状況

本市の産業構造は，下の「事業所及び従業者の産業別割合」のとおり，事業所数，

従業者数ともに第 1次産業が 0.5％，第 2次産業が 14.6％，第 3次産業が 84.9％と

8割以上を第 3次産業が占めている。

第 2次産業における製造業を製造品出荷額で見ると，食料品製造業が 32.9％，機

械金属関連製造業 16.0％，パルプ・紙・紙加工品製造業で 15.6％となっており，

これらの業種で 6割を超える割合となっている。

第 3次産業における事業所数で見ると，卸売業・小売業が 25％，宿泊業・飲食サ

ービス業が 13.8％と続いている構成となっている。
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旭川市 347,095 339,605 322,296 306,151 288,229 269,094

地域

単位：人本地域の人口推移（出典：RESAS 人口マップ）
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本市の総事業所数は，14,854 者，従業者数 140,269 人となっており，その内，中

小企業の事業所数は，14,645 者，従業者数 110,898 人で，それぞれの割合は 98.59％，

79.06％となっている。

◆旭川市の産業構造

事業所数・従業者数ともに，同様の産業構造割合となっている。

出典：総務省統計局経済センサス基礎調査（平成 26 年）

◆製造業の産業割合（製造品出荷額）

製造品出荷額の総額：約 2,156 億円

出典：平成 28 年経済センサス-活動調査

【内訳：一部抜粋】

■食料品製造業：約 710億円（32.9%）

■機械金属製造業：約 351億円（16.0％）
※鉄鋼業，金属製品製造業，はん用機械製造業，生産用機械器

具製造業，電機機械器具製造業，輸送用機械器具製造業を「機

械金属製造業」として合算

■パルプ・紙・加工品製造業：約 336億
円（15.6%）



本市の産業構造をみると雇用者数の8割以上を第3次産業が占める経済構造をな

しており，その中でも 4割以上を卸売業・小売業，宿泊サービス業が占めている。

第 2 次産業について産業別に製造品出荷額をみると，食料品製造業が構成比

32.9％（710 億円）で最も高く，次にパルプ・紙・紙加工品製造業が同 15.6％（336

億円）,金属製品製造業が同 6.6％（143 億円）となっており，上位 3産業で全産業

の 5割以上を占める経済構造をなしている。

このような状況において平成 28 年 1 月に策定した第 8次旭川市総合計画の基本

構想において，5つの基本目標と 13 の基本政策を掲げており，その中の基本目標の

１つに「活力と賑わいにあふれ，経済が力強く発展するまちを目指します」を掲げ，

その目標を達成するための基本政策として「魅力と活力のある産業の展開」と「温

かなまちの賑わいと国内外との多様な交流の創出」を挙げている。

この基本構想に掲げる目指す都市像や基本目標の実現を図るため政策の方向性

や目標値等を定めた第8次旭川市総合計画基本計画において3つの重点テーマを設

定し，その重点テーマのひとつに掲げている『しごと 活き活き 賑わいづくり』

を達成するため，5つの基本政策に基づいた様々な事業を展開していくことで，ま

ちの賑わいを創出することとしている。具体的には，ものづくり，食と農，医療・

福祉の集積，大規模自然災害が少ないといった様々な地域の資源や特性を生かし，

地場産業の振興をはじめ，ブランド力の向上，新たな産業の創出や企業誘致の推進

などによる地域経済の活性化や労働力の確保に向けて，若者をはじめ，女性やシニ

ア世代も活躍しやすい環境づくりを行うこととしている。

また，これらに基づき，各種製造業における新製品の開発や販路拡大，人材育成

などへの積極的な取組と創業を目指す人へのきめ細やかな取組により地域の製造

品出荷額の増加を図っていくとともに，流通業においては中核企業の機能強化を支

援することで域外への取引量増加を図っていく。

これらの取組を通じて，地域企業の製造能力の底上げを図ると共に取引量の増加，

観光客の増加による外貨獲得を図ることで，地域産業に新たな付加価値と雇用者を

生み出し経済の好循環へと繋げていく。

以上のように，基幹産業である農業と商工業の連携により付加価値の高い食品等

の開発や関連産業の集積促進を進めることで，地域事業者の稼ぐ力を向上させ，付

加価値額の増加，雇用拡大につなげていく必要がある。

（２）目標

生産性向上特別措置法第 37 条第 1 項の規定に基づく導入促進基本計画を策定し，

中小企業者の先端設備等の導入を促すことで，地域経済の更なる発展を目指す。

これを実現するための目標として，計画期間中に 87 件程度の先端設備等導入計

画の認定を目標とする。



（３）労働生産性に関する目標

先端設備等導入計画を認定した事業者の労働生産性（中小企業等の経営強化に関

する基本方針に定めるものをいう。）が年率 3％以上向上することを目標とする。

２ 先端設備等の種類

旭川市における産業構造では，様々な業種が密接に結びついており，設備投資に

よる事業所の生産性の向上が地域経済全体の発展に寄与するものと考えられる。

よって，本計画において対象とする設備は，中小企業等経営強化法施行規則第７

条第１項に定める先端設備等全てとする。

３ 先端設備等の導入の促進の内容に関する事項

（１）対象地域

旭川市内の各産業における中小企業の労働生産性の向上を目指すことから，本計

画において対象となる区域は，旭川市内全域とする。

（２）対象業種・事業

本市は，良質な農産物や高品質な家具・機械など本市が誇る地場産品のブランド

化や高付加価値化を進め，競争力の向上や国内外への販路拡大を促進するとともに，

地域の資源や特性を生かした企業誘致の推進や新たな産業の創出に取り組んでい

ることから，旭川市内の各産業における中小企業の労働生産性の向上を目指すため，

本計画において対象とする業種は，全業種とする。

生産性向上に向けた事業者の取組は，新商品の開発，自動化の推進，IT 導入によ

る業務効率化，省エネの推進等，多様であるため，本計画において対象となる事業

は，労働生産性が年率 3％以上に資すると見込まれる事業の全てとする。

４ 計画期間

（１）導入促進基本計画の計画期間

国が同意した日から 5年間とする。

（２）先端設備等導入計画の計画期間

3年間，4年間又は 5年間とする。

５ 先端設備等の導入の促進に当たって配慮すべき事項

（１）人員削減を目的とした取組を先端設備等導入計画の認定の対象としない等，雇

用の安定に配慮する。

（２）公序良俗に反する取組や，反社会的勢力との関係が認められるものについては

先端設備等導入計画の認定の対象としない等，健全な地域経済の発展に配慮す

る。


